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鹿児島県の姿鹿児島県の姿
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これが「鹿児島」

人口　

1,753 千人【24】(H17国調)
面積　

9,187 k㎡【10】 (H12国調)
市町村数

　　　49市町村(17市28町4村)
　　

　　

食糧供給基地　　　　　　

　▼　鹿児島ブランド

　▼　食の安心・安全の確保　　　
　　（農林水産物認証制度）

　▼　焼酎ブーム，黒豚等の　　　

　黒シリーズ　

鹿児島 ７つの「Ｓ」　　　

　 「Sakurajima」 桜島

「Saigou Takamori」 西郷隆盛

「Syouchu」　　　　　　 焼酎

　　「Shinkansen」　　 新幹線

「Spa」　　　　　　　 スパ（温泉）

「Slow Food」　　　 スローフード

「Slow Life」　　　 スローライフ

本土最南端に位置し，　　
「薩摩」「大隅」の２つの半島
と，多くの離島を有す

県土は，南北600kmと長く，
気候区も温帯から亜熱帯と
幅広く全体的に温暖な気候

世界自然遺産に登録されて
いる屋久島をはじめ特色あ
る島々，桜島等の火山，豊富
な温泉など，多彩で豊かな自
然と個性ある歴史・文化など
の観光資源に富む

県内総生産　

52,387億円(H15)
農業産出額

　　　　　　4,168億円【2】(H17)
海面漁業・養殖業生産額

　　　　　　797億円【5】(H16)
小売業年間販売額

　　　　　　17,001億円【24】

　　　　　　(H13.4-H14.3)
　　　　　　　　

　　

工場立地件数

　　 24件(H16),　29件(H17)【25】

温泉源泉数
　　　2,813本【2】(H16.3.31)

金産出量

　　 7,782kg【1】(H16）

　　　　　　

　　

【　】は全国順位

【　】は全国順位
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九州新幹線開業効果 ・ 本格焼酎ブーム

九州新幹線「つばめ」効果

　 ▼ 時間短縮効果

　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　　 　　　　　※ 暫定開業：H16.3.13　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　※ 全線開業：平成22年度末予定

　　▼ 利用者数（新八代～鹿児島中央間）

141万人：開 業 前 （H15.3.13～H16.3.12)

323万人：開業1年目(H16.3.13～H17.3.12)

336万人： 〃 2年目(H17.3.13～H18.3.12)

　　▼ 開業後１年間の経済効果　　　 165億7千万円　　　　　　　　
　 (H17.3.24　㈱鹿児島地域経済研究所　「九州新幹線開業による経済　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　効果について」)

　　 ▼ ＪＲ九州管内駅17年度取り扱い収入　

　　　　鹿児島中央駅　第２位　（73億4千万円の売り上げ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年度比3億4千万円増）　　　
　　　　　　　　

1時間20分

2時間10分

3時間40分

3時間40分

4時間36分

6時間17分

0 60 120 180 240 300 360 420

全線開業後

暫定開業時（現在）

開業前

鹿児島中央～新大阪間

鹿児島中央～博多間

本格焼酎ブーム 「芋焼酎が好調」

　　▼ 出荷量　149,959キロリットル(8.9%増)

　　▼ 生産量　255,822キロリットル

※2005酒造年度（05年7月--06年6月）

本県工業出荷額の約1割を占めるまでに成長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　▼ 鹿児島大学に「焼酎学講座」を設置（H18年4月）

　　　　後継者育成，新技術開発等→焼酎，黒酢等醸造産業の発展　
　　　　　　　

　　　　　　

　　▼ 地理的表示「薩摩焼酎」の取得（H17年12月）　　

鹿児島県産本格焼酎の生産量と出荷量
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国鉄時代を通じて２位の小倉を初めて抜く
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鹿児島県財政の現状鹿児島県財政の現状
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Ｈ１７一般会計決算の状況

義務的経費
　4,801億円
　（57.6%）

投資的経費
　2,282億円
　（27.4%）

その他の経費
1,250億円
（15.0%）

人件費
2,585億円
（31.0%）

公債費
1,414億円
（17.0%）

扶助費
802億円
（9.6%）

普通建設
事業費

2,142億円
（25.7%）

災害復旧
事業費

140億円
（1.7%）

補助費等
839億円
（10.1%）

物件費
219億円
（2.6%）

貸付金等
192億円
（2.3%）

歳 出
(8,333億円)

歳 入
（8,488億円）

自主財源
2,317億円
（27.3%）

依存財源
6,170億円
（72.7%）

地方交付税
2,835億円
（33.4%）

国庫支出金
1,948億円
（22.9%）

県債
1,122億円
（13.2%）

地方譲与税等
265億円
（3.2%）

県税
1,289億円
（15.2%）

諸収入等
707億円
（8.3%）

地方消費税清算金
321億円
（3.8%）

実質収支（50億円）＝歳入（8,488億円）－歳出（8,333億円）－翌年繰越財源（105億円）
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歳出規模等の推移（一般会計）

3,344 3,534 3,701 3,873 4,325 4,395 4,155 4,247 4,450 4,529 4,638 4,812 4,955 4,923 4,937 5,029 4,801

2,579 2,615 2,743
3,150

3,877
4,279 4,391 4,484 4,043 4,268 4,319 4,072 3,956 3,519

2,931 2,476
2,282

1,244
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1,695
1,499
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1,411 1,326 1,368 1,480
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1,401
1,420
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(億円)
対前年度比

3.6％ 増

(億円)

8,854

⑬歳出ピーク

（10,643億円）

行財政改革の着実な推進により，歳出規模は，4年連続で減少

H17年度の県税収入は，法人事業税，法人県民税等の伸びにより，前年度比3.6%の増　

7,682
8,139

7,167

8,522
9,583

10,085 9,872 10,099
10,64310,60410,63610,477

9,973 9,843
9,288

8,333
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普通建設事業費の推移（一般会計）

1,733 1,574

535 545 682

803

990
1,113

1,504 1,635

1,261

671
568

1,9681,888

2,724 2,737 2,549 2,790 2,869 2,628 2,523
2,248

1,870 1,889
2,219

2,492 2,642

1,291

930

1,380

1,351
1,355

1,211

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

補助・直轄 単独

(億円)

4,220 3,983

3,459

2,898

2,404

3,903

公共事業，県単公共事業の見直し及び重点化等により 6年連続の減

経済対策前の水準以下まで縮減

4,081
3,810

4,3724,228

3,755
3,482

3,022

2,5712,4332,405
2,142
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義務的経費の推移（一般会計）

人件費が給与カット等により4年連続減少　

2,622 2,585

476 504 526 566 497 497 522 539 575 703 803589
604

644
714

1,195 1,201 879 912
1,050 1,104 1,187 1,312 1,406 1,450 1,550 1,704 1,414

2,6972,425
2,754 2,797 2,825 2,819 2,821 2,817 2,830 2,743

2,280 2,530 2,594 2,633 2,697

605 689
720631 682 730

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

人件費 扶助費 公債費

(億円)

3,344 3,534 3,701 3,873

4,326 4,395 4,155 4,247 4,450 4,529 4,638 4,812 4,955 4,923 4,937 5,029 4,801

※公債費のうち借換債についてはH17から公債管理特別会計で計上（H17借換債=355億円)
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経常収支比率の推移

H17年度の経常収支比率が減少
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財政調整に活用可能な基金残高の推移

46 46
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660

572

395 429

364

持続可能な財政運営のため，一定規模の基金を確保
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540
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420

192

294
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公営企業（法適用事業）の決算状況

県立病院事業 工業用水道事業

収　　入（①） 17,317 140

うち営業収益 16,856 140

支　　出（②） 17,954 192

うち営業費用 17,125 173

損益収支（①－②） △　637 △　52

※ 減価償却前収支 544 46

収　　入（③） 841 6

うち企業債 145 0

支　　出（④） 1,576 23

うち建設改良費 202 23

収支差引（③－④） △　735 △　17

資
本
的
収
支
（
資
本
勘
定
）

収
益
的
収
支
（
損
益
勘
定
）

　H18年度から地方公営企業法の「全部適用」を導入するととも
　に，専任の事業管理者を配置

　経営改革の具体的方策等
　▼　職員の意識改革等
　▼　収益の確保（優秀な医師の確保等による患者数の回復など）
　▼　費用の削減（民間への業務委託等の推進，配置人員の見直
　　し，給与制度の検討等による人件費比率の低減化など）

　高度・政策医療等を中心に，地域で不足する医療を提供
　

　　　　　　　　

H17.9月「県立病院事業改革基本方針」策定

　　　　　　　　　　効率的な病床運用等による診療収益の増

　　　　　　 　　配置人員や給与制度の見直しによる職員給の減

　　　　　　　 　企業意識・コスト意識の徹底による経費削減

　　等により

　　　　　　　　　　効率的な病床運用等による診療収益の増

　　　　　　 　　配置人員や給与制度の見直しによる職員給の減

　　　　　　　 　企業意識・コスト意識の徹底による経費削減

　　等により

（単位：百万円）H17決算（税抜き）

減価償却前収支 (⑯ 151 → ⑰ 544 百万円(税抜))，
資 金 収 支 (⑯△647→⑰△191百万円(税抜))　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ともに大きく改善

平成17年度決算
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債務負担行為の状況

H17年度末限度額
H18年度以降の

支出予定額

債務保証又は損失補償に係るもの 101,583 0
地方３公社 30,371 0

道路公社 14,436 0
土地開発公社 4,188 0
住宅供給公社 11,747 0

地方３公社以外の出資法人に係るもの 70,562 0

その他 6,617 0
森林整備公社 63,945 0

その他 650 0

（単位：百万円）

＊H17普通会計ベース

債務保証又は損失補償の実行の可能性は生じていない
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地方３公社の経営状況

道路公社

土地開発公社

住宅供給公社

　新規の団地開発の休止

　在庫資産の早期処分の促進
　職員給2％削減

　組織・人員の更なる見直し

　H17.4.1から道路公社と（財）鹿児島県建
　設技術センターと総務管理部門を統合
　職員給2%削減　

　在庫資産（鹿児島臨空団地）の早期分譲　

公社等経営改善の取組み等公社等経営改善の取組み等

　H17.4.1から土地開発公社と（財）鹿児島
　県建設技術センターと総務管理部門を統合

職員給2％削減

　借入金及び出資金の償還が終了する
　H29年度に解散予定

　　　　　1. 廃止又は統合等の検討

　　　　　2. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

　　　　　3. 公社等外郭団体への要請等
　　　　(1) 事業計画の策定と点検・評価の実施
　　　　(2) 監査機能の充実
　　　　(3) 経営状況等の公開

　　　　　1. 廃止又は統合等の検討

　　　　　2. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

　　　　　3. 公社等外郭団体への要請等
　　　　(1) 事業計画の策定と点検・評価の実施
　　　　(2) 監査機能の充実
　　　　(3) 経営状況等の公開

「公社等外郭団体見直し方針」（H17.3月策定）

主
な
見
直
し
の
視
点

（単位：百万円）H17決算

道 路 公 社 土地開発公社 住宅供給公社

S47.8.29 H7.4.3 S40.11.1

18名 24名 31名

出資団体数 1 1 1

本県出資額 6,908 50 21

資　　産 27,771 5,637 24,877

負　　債 12,235 5,470 25,689

資　　本 15,536 167 △ 812

経常損益 1,184 △ 22 △ 304

当期損益 1,184 8 △ 293

損
益
計
算
書

設立年月日

役職員数
(H18.3.31現在）

区　　　分

出
資
状
況

貸
借
対
照
表
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第３セクターの経営状況
『地方3公社を除く地方自治法第243条の3第2項に基づき，経営状況を議会に提出している法人（県が50％以上出資している法人等）』

【H17決算（単位：百万円）】

財団法人鹿児島県文化振興財団 県文化センター等の管理運営等 1,210 1,050 86.8% 21 1,352

財団法人屋久島環境文化財団
屋久島環境文化村センター等の管理

運営等
783 510 65.1% 0 803

財団法人鹿児島県民総合保健センター 総合検診，専門外来診療等 10 5 50.0% △ 34 699

財団法人かごしま産業支援センター
中小企業者等に対する各種産業支

援業務
4,862 3,975 81.8% △ 88 5,933

財団法人鹿児島県雇用開発協会
若年労働者の雇用及び高年齢者等

の雇用に関する事業
3 2 80.0% 2 12

財団法人鹿児島勤労者いこいの村 鹿児島勤労者いこいの村の管理運営 5 2 40.0% △ 1 20

財団法人鹿児島県地域振興公社
農地保有合理化法人，その他農業構

造改善に資する事務等
19 19 100.0% 29 6,880

財団法人鹿児島県農業後継者育成基金協会 青年農業者の確保・育成 1,000 500 50.0% 3 1,012

財団法人鹿児島県林業担い手育成基金 林業従事者の育成・確保 2,413 2,413 100.0% △ 30 2,467

社団法人鹿児島県森林整備公社
分収方式による森林の整備（造林，

育林，伐採事業等）
18 5 28.0% 2 20

財団法人万之瀬川水源基金 万之瀬川流域森林の造成，整備 30 15 50.0% 0 31

財団法人鹿児島県建設技術センター 建設業に関する実務研修，他 3 3 100.0% 46 409

財団法人鹿児島県暴力追放県民会議
暴力や不法行為等のない明るく住み

良い鹿児島の実現
637 488 76.7% △ 2 644

うち県出資額 出資割合
名　　　　　称 業　　務　　概　　要 出資金又は

基本金

経 常 利益 （損 失）

又 は 当 期 正 味財

産 増 加（ 減少 ）額

資 本 合 計 又 は

正 味 財 産

(注)  株式会社鹿児島総合研究所は，Ｈ１８．３．３１に解散
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行財政構造改革行財政構造改革
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行財政の大胆改革

鹿児島県知事　伊藤祐一郎

H16.7月 伊藤知事就任

財政等の大胆改革宣言（マニフェスト）

H17.3月「県政刷新大綱」策定

概ね10年程度の中・長期的視点に立ったあるべ
き行財政構造の姿や，その実現に向けた改革
の方向性を示したもの

限られた一般財源を各歳出項目毎にど
のように配分すべきかという観点から，
「あるべき歳出構造」を明示＝歳入に見
合った歳出構造の再構築

できるものから直ちに取り組むこととし，
毎年度の予算編成において，その都度，
検討を行う

H17　当初予算から反映

大
胆
で
ス
ピ
ー
ド
感
あ
ふ
れ
る
改
革
を
推
進

知事就任前の主な経歴

昭和47年4月 自治省入省

平成5年4月 自治省
行政局公務員部給与課長

平成8年9月 同　
財政局地方債課長

平成9年7月 同　
行政局行政課長

平成16年1月 総務省
大臣官房総括審議官
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(億円)

県政刷新大綱の概要

以後は，この以後は，この

歳出構造を歳出構造を

継続継続

＊金額は，各歳出項目に係る一般財源額

609 488

403 403

474

1,424

477

477

2,041

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16 おおむね10年後

一般政策経費 税等交付金 普通建設事業費等 公債費 扶助費 人件費

歳出合計：
5,428 歳出合計：

4,927～4,858

＜取組みの方向性＞
人件費　△8～13％

職員数の縮減，職員給の見直しによる圧縮

扶助費　

現状維持に努める

公債費　

新規県債発行抑制

普通建設事業費等　△30～50％
公共事業の見直しと重点化による削減

一般政策経費　△20％
外郭団体への財政支援見直し，県有施設管理見直
し等による圧縮

＜取組みの方向性＞
人件費　△8～13％

職員数の縮減，職員給の見直しによる圧縮

扶助費　

現状維持に努める

公債費　

新規県債発行抑制

普通建設事業費等　△30～50％
公共事業の見直しと重点化による削減

一般政策経費　△20％
外郭団体への財政支援見直し，県有施設管理見直
し等による圧縮

あるべき
歳出構造

1,769～1,880

1,457～1,371

333～239

　限られた一般財源（地方税，地方交付税等）について，持続可能
　な行財政構造を構築するため，各歳出項目ごとの配分を明示
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県政刷新大綱に基づく取組（集中改革プラン）
　「集中改革プラン」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　県政刷新大綱等に基づく平成17年度～平成21年度までの５年間における取組のとりまとめ

人　

件　

費

普
通
建
設
事
業
費
等

一
般
政
策
経
費

休廃止を含めた県有施設のあり方の検討や管理運営の見直し　　　
（民間委託の推進等）　

IT化の進展等を踏まえた物件費の見直し
　

公社等外郭団体の見直し，県単補助制度の見直し　　等

他県より約3割水準が高い状況等を踏まえ，3～5割程度，削減の方
向で見直し

メリハリをつけた社会資本の整備や機能重視の施設整備を推進　等

職員数の縮減
集中改革プラン推進中の縮減目標　▲1,730人

組織機構改革の推進　　等

職員給の見直し等
給与カットによる縮減
（知事20%，副知事10%，県議会議員 7%， 一般職員 2%）

年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた給与構造への転換

諸手当の見直し，効率的な業務執行による超過勤務の縮減　　等

項目 集中改革プランの主な内容 H17取組

80名以上を削減

「組織機構改革方
針」策定

給料カット

退職時特別昇給の
廃止
特殊勤務手当等の
見直し

公共事業　
　→対前年度比
　　　　　　　　▲7.0%

県単公共事業
　→対前年度比　
　　　　　　　　▲15.0%

県有施設の管理運
営の見直し　　　　
　　　▲936百万円

物件費の見直し　
　　▲2,086百万円

　　　　　　　　　　　　等

H18取組

150名以上を削減

本庁の課室の再編
　　　83課室→74課室

給料カット

給与構造の改革

行政職等の職務の
級の見直し

公共事業　
　→対前年度比
　　　　　　　　▲7.0%

県単公共事業
　→対前年度比　
　　　　　　　　▲15.0%

県有施設の管理運
営の見直し　　　　　
　　▲485百万円

物件費の見直し　　
　　▲630百万円

　　　　　　　　　　　　等
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県政刷新大綱の着実な推進

609 544 500

403 374 381

474
409 364

1,424
1,412 1,398

477
498 501

2,041
2,017

1,972

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16(大綱策定時) H17当初 H18当初

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費等

税等交付金

一般政策経費

(億円)

5,428

県政刷新大綱の当初予算（一般財源ベース）への反映状況県政刷新大綱の当初予算（一般財源ベース）への反映状況

5,254
△174 5,116△138歳出合計

着実な推進

三位一体の影響分を除いた通常分ベース

△24

28

△12

△65

△29

△65

△45

3

△14

△45

7

△44
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県政刷新大綱の成果（H17決算（一般財源ベース））

563 531 488

397 364 403

436 373

1,420
1,349

506
521

477

2,023
1,997

333～239

1,457～1,371

1,769～1,880

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16決算 H17決算 おおむね10年後

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費等

税等交付金

一般政策経費

(億円)

歳出合計 5,345

三位一体の影響分を除いた通常分ベース
＊H17決算の三位一体影響分は当初予算時の額を控除

5,135210億円縮減

△26

△71

△63

△33

△32

15

4,927～4,858

あるべき
歳出構造
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県債管理への取組み県債管理への取組み
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鹿児島県の県債管理への取組み状況

効果

公債費負担の平準化や借入コストの抑制への取組み

県債残高の減少（昭和44年以降初めて）

プライマリー・バランスの2年連続黒字化

取組み

普通建設事業費の圧縮などによる新規の県債発行額の抑制

県政刷新大綱に基づく県債管理の徹底により，債務負担の減少の効果が確実にでてきている。
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県債発行の推移（一般会計）

1,270
1,101

881

435

312

241

740

1,789
1,622

1,742
1,922 1,836

1,663 1,737
1,614

762 743 829

1,308 1,389

129
258

0

500

1,000

1,500

2,000

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

通常の県債 臨時財政対策債*1

＊借換債を除く(億円)

1,866 1,872

1,705

1,413

普通建設事業に連動して，新規の県債発行を着実に抑制

1,663

1,8361,922

1,742
1,622

1,789

1,389
1,308

829
743740762

*1 臨時財政対策債：地方交付税の振替として発行する地方債

1,122
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公債費の推移（一般会計）

325 309

285

335 336 361 390 421 465 494 459
588

692
775

923
1,033 1,093

1,176
1,064

1,164

253 268 283 292
301

325
350 374

389

389
387

388
363

356

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

元金 利子

＊借換債，NTT債に係る公債費（元金）及び一時借入に係る公債費（利子）を除く

(億円)

1,449 1,501 1,473

1,162

1,311
1,396

県政刷新大綱に基づく県債発行抑制等により，公債費（元金）は増加しないよう管理

1,081

977

833844

604588
682644

790722

1,349
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県債残高の推移（一般会計）

(億円)

H17県債残高は，現在の統計方法と比較可能な昭和44年度以降初めて減少（△7億円）

7,341
6,8086,3365,897

5,112

15,064
14,544

13,839
13,100

12,038
10,808

9,654
8,637

5,515

15,158 15,044 14,805

1,3671,135387
129 822

2,571 2,550 2,518 2,619 3,039 3,375
3,961 4,442

4,978 5,482 5,978 6,215 6,429 6,781 7,124 7,322 7,467

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

通常の県債 臨時財政対策債 実質負担分*1

14,673
15,451 15,980 16,179

13,839
13,100

12,038
10,808

9,654
8,637

7,3416,8086,3365,8975,5155,112

*1: 県債残高に対する交付税措置額等を除いた残高

16,172

7億円減
（参考）公営企業を含む全会計ベース県債残高　　　　　
　　　　　⑯16,859億円→⑰16,839億円　△20億円減少
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282

446

△ 32

△ 244△ 234

△ 66

△ 315

△ 418
△ 454

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

２年連続PB黒字
(億円)

プライマリーバランス（ＰＢ）の推移（一般会計）

臨時財政対策債（⑬～）の発行

今後も，ＰＢの黒字化を意識した財政運営を継続

PB推移

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）＝歳入総額から県債収入を差し引いた金額と歳出総額から公債費を差し引いた金額のバランス
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実質公債費比率 ・ 一時借入金について

　実質公債費比率　　　　　　　　　　　　　
　※現行の起債制限比率に一定の見直しを行った　　　　　　

　　　　「元利償還費の水準」を測る新指標

　　　　▼見直しのポイント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・ 満期一括償還に備えた基金への積立額の　　　　　
　　　　　　統一ルール化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・ 公営企業の元利償還金への繰出金の算入　　　等

　

一時借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　※一会計年度の収入と支出とが均衡を失い，一時的に現金に

　　　不足をきたす場合に，その不足を補うために銀行等から借り
　　　入れる金銭

H18 鹿児島県一時借入金限度額

　1,500億円

起債制限団体

（単独事業等の起債が制限）

許 可 団 体
　　　　（公債費負担適正化計画の策定を　　　　　　　

　前提に一般的な基準により許可）

協 議 団 体
（一般的な基準により同意）

（同意がなくとも起債が可能）

25%

18%

H17　鹿児島県 　15.9%（見込）

※起債制限比率 ⑯15.1%→⑰14.2%(見込)

0

市場公募債等の発行

県債借入時期の平準化

資金不足時期の解消

H17年度中　一時借入金　ゼロ
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鹿児島県の起債運営鹿児島県の起債運営
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県債資金調達の推移（一般会計）

86 154 182
325

634

930
1,163

895 848 946

625 506
743

514 628

1,046

732

1,126
548 345

400

474

729

536
561676

1,358
1,123

1,157

1,234

996
964804

658

586

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

民間等資金 市場公募債 公的な資金

(億円)

1,866 1,872
1,754

1,594

1,859

1,663

公的資金の減，借換債の増により，民間等資金が急増

＊借換債を含む

1,942
1,812

1,699
1,821

1,4041,363

861
743740762

1,477

H17年度から長期的・安定的に資金を確保するため全国型市場公募地方債を導入

市場公募債
を導入
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今後の県債資金調達の方向性

　　地方分権や財投改革の進展により，地方債資金が公的資金から民間資金に大きくシフト

　引き続き市場公募地方債を積極的に活用

　市場との対話を重視し，個別，共同，住民参加型をバランスよく配分し，発行の平準化等を図る

400

150

20

400

0

100

200

300

400

500

600

H17 H18

個別発行 共同発行 住民参加型

億円

400

570
銀行団(12行) シェア 証券団(12社) シェア

鹿児島銀行 30.0 野村證券 7.0

みずほコーポレート銀行 13.0 大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ 7.0

ＪＡ鹿児島県信連 5.0 日興ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ証券 7.0

三井住友銀行 3.0 新光証券 7.0

みずほ銀行 3.0 みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券 3.5

三菱東京ＵＦＪ銀行 2.0 三菱ＵＦＪ証券 3.0

南日本銀行 1.0 みずほ証券 2.0

信金中央金庫 1.0 東海東京証券 1.0

鹿児島信用金庫 0.5 しんきん証券 1.0

鹿児島相互信用金庫 0.5 岡三証券 0.5

奄美大島信用金庫 0.5 丸三証券 0.5

デプファ銀行 0.5 ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ・ｷｬﾋﾟﾀﾙ証券 0.5

平成18年度 全国型市場公募債引受シンジケート団

10月　200

3月　200
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満期一括償還に備えた基金積立

10
20

30
40

50
60

70
80

90

10
10

10
10

10
10

10
10

10
10

0

20

40

60

80

100

120

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

単年度積立額

積立累計額

200
100

300

100

100

100
0

100

200

300

400

新規発行300億円 10年目 20年目 30年目

県債管理基金取崩額

借換債発行額

満期一括償還のための償還財源積立

⑩
年
目
に
百
億
円
取
り
崩
し

満期一括償還方式の償還方法等

　市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い，毎年度，発行額の1/30の額を積立て

償還額300

償還額200

償還額100

県
債
発
行
額
（
償
還
額
）

（億円）

（億円）
発行額を300億円と仮定した場合（毎年度10億円ずつ積立，2回借換）　

H18は

13.3億円積立済
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　鹿児島県総務部財政課公債管理係
〒890-8577　　鹿児島市鴨池新町10-1
TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512
e-mail：kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp　　

　財政・県債に関するホームページアドレス
http://www.pref.kagoshima.jp/home/zaiseika/index.html

問い合わせ先

c   K.P.T.F

mailto:kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp
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